様式３

令和　　年　　月　　日
参加資格調書
有明広域行政事務組合
代表理事　浅田 敏彦　　様　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印
「高機能消防指令システム及び消防救急デジタル無線総合整備事業」に係るプロポーザルへの参加に関しては、下記の参加資格条件をすべて満たしていることを誓約します。虚偽の事項があった場合は、いかなる措置を受けても異議ありません。
なお、この書類を提出した以後に下記に掲げる条件のいずれかを満たさなくなった場合は、速やかに届け出ます。
記
　１　参加資格　
　　　本件公募型プロポーザル方式に参加できる資格要件は、次に揚げる事項を全て満たす者とする。
（１）有明広域行政事務組合令和７・８年度の入札参加資格申請書の提出がなされ、物品・役務等の入札参加資格を有する者であること。
（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していない者。
（３）入札公告の日から契約までの間に有明広域行政事務組合建設工事等請負・委託契約に係る指名停止等措置要領（令和４年有明広域行政事務組合訓令第９号）に基づく指名停止期間中でないこと、また、有明広域行政事務組合契約等に係る暴力団排除措置要綱（平成２７年有明広域行政事務組合訓令第８号）に基づく排除措置を受けている期間でないこと。
（４）電子交換所における取引停止処分及び主要取引先からの取引停止等の事実がなく、経営が健全であること。
（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立がなされていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立がなされている者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等、経営状態が著しく不健全である者でないこと。
（６）平成２９年以降に、複数の消防本部における高機能消防指令センターⅡ型以上及び消防救急デジタル無線設備の納入実績があること。
（７）プライバシーマーク（JIS Q 15001）または情報セキュリティマネジメントシステム（ISO27001）を認証取得していること。
（８）共同企業体（JV）で代表者を定めたものでも参加可能とする。
